
令 和  ８  年  度

日南市病院事業会計予算書

日 南 市



号

床

延 人

延 人

人

人 ２４３日

令和８年度日南市病院事業会計予算

  （総則）

  （業務の予定量）

一  般 ８８

第２条  業務の予定量は、次のとおりとする。    

第１条  令和８年度日南市病院事業会計の予算は、次に定めるところによる。

（１）病床数

議案第 ２２

（４）主要な建設改良事業

６５，０００

千円施設整備事業

外  来

１９６．２

１１，０００

固定資産購入費

（２）年間患者数

（３）１日平均患者数

２４，０９０

外  来

入  院

入  院

６６．０

４７，２８０

千円
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第３条  収益的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。

千円

    第２項  医業外費用

２，０００

２，０００

千円

支            出

  （収益的収入及び支出）

    第４項  予備費

１，８７０，０２６    第１項  医業費用

３００ 千円

１，８８３，６５０

１，８８３，２８９

１，５７１，４６３

千円

千円

  第１款  病院事業費用

９，２６３ 千円

千円

    第３項  特別損失

    第３項  特別利益            

    第１項  医業収益  

    第２項  医業外収益

千円

収            入

  第１款  病院事業収益

３１１，８８７

千円
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場合にはその債権者と協定するものによる。
　ただし、企業財政の都合により据置期間及び償還期限を短
縮し、若しくは繰上償還又は低利に借換えすることができる。

  （資本的収入及び支出）

第４条  資本的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める（資本的収入額が資本的支出に対し不足する額７５，４３６千円は、

　当年度分消費税及び地方消費税資本的収支調整額６，９０９千円、過年度分損益勘定留保資金４９，８１８千円及び当年度分損益

　勘定留保資金１８，７０９千円で補てんするものとする。）。

収            入

  第１款  資本的収入 １６５，１５８ 千円

    第１項  企業債 ６６，４００ 千円

    第２項  他会計繰入金 ９８，７５７ 千円

    第３項  補助金 １ 千円

支            出

  第１款  資本的支出 ２４０，５９４ 千円

    第１項  建設改良費 ７６，０００ 千円

    第２項  企業債償還金 １６３，５９４ 千円

    第３項  予備費 １，０００ 千円

  （企業債）

第５条  起債の目的、限度額、起債の方法、利率及び償還の方法は、次のとおりと定める。

起債の目的 限度額 起債の方法 利率 償　　　還　　　の　　　方　　　法

６．０％以内
　政府資金については、その融資条件により、銀行その他の

病院事業 66,400
証書借入
又は

証券発行

(ただし、利率見直し
方式で借り入れる
資金について、利

  率の見直しを行った
後については、当

 該見直し後の利率)
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日南市長　　髙　橋　　透

  令和８年２月２６日  提出

　　　（２）交際費 千円

  経費の金額に流用し、又はこれら以外の経費をこれらの経費の金額に流用する場合は、議会の議決を経なければならない。

  （議会の議決を経なければ流用することができない経費）

（１）医業費用及び医業外費用

７００

千円

５，０００

　　　（１）職員給与費

千円

第８条  次に掲げる経費については、これらの経費の金額を、これらの経費のうち他の経費の金額に、若しくはこれら以外の

１，２４０，７５６

  （予定支出の各項の経費の金額の流用）

  （一時借入金）

第６条  一時借入金の限度額は、 ２００，０００ 千円と定める。

  （たな卸資産購入限度額）

第９条  たな卸資産購入限度額は、１４２，５８０ 千円と定める。

第７条  予定支出の各項の経費の金額を流用することができる場合は、次のとおりと定める。
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令和８年度日南市病院事業会計予算に関する説明書



　
日南市長　　髙　橋　　透

  令和８年２月２６日  提出

　　　（２）交際費 千円

  経費の金額に流用し、又はこれら以外の経費をこれらの経費の金額に流用する場合は、議会の議決を経なければならない。

  （議会の議決を経なければ流用することができない経費）

（１）医業費用及び医業外費用

７００

千円

５，０００

　　　（１）職員給与費

千円

第８条  次に掲げる経費については、これらの経費の金額を、これらの経費のうち他の経費の金額に、若しくはこれら以外の

１，２４０，７５６

  （予定支出の各項の経費の金額の流用）

  （一時借入金）

第６条  一時借入金の限度額は、 ２００，０００ 千円と定める。

  （たな卸資産購入限度額）

第９条  たな卸資産購入限度額は、１４２，５８０ 千円と定める。

第７条  予定支出の各項の経費の金額を流用することができる場合は、次のとおりと定める。

１

２

３

過年度損益修正益

患者外給食収益

６

５

医 業 外 収 益

他 会 計 繰 入 金

補 助 金

特 別 利 益

その他医業収益

項 目

入 院 収 益

２

３

外 来 収 益

預金利息

公衆衛生活動収益他

1,883,650

1,571,463

令令和和８８年年度度病病院院事事業業会会計計予予算算実実施施計計画画

その他医業外収益

241,748

( 単位  千円 ） 

915,420

病 院 事 業 収 益

備           考

３

3,500

66,362長期前受金戻入

300

収収益益的的収収入入及及びび支支出出

医 業 収 益

    収収    入入

款

  １ 

311,887

予 定 額

１

159,603

300

496,440

１

２ 1

受取利息及び配当金 275

１

1４
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１

２

３

４

３

1

2,000

患者外給食材料費

消 費 税

2,000

４

支 払 利 息 及 び
企業債取扱諸費

1

2,000

3,636

2,000

9,263

資 産 減 耗 費

雑 損 失

１

５

1

9,260

経 費

款 項 目

１

    支支    出出

  １ 病 院 事 業 費 用

減 価 償 却 費

給 与 費

３

２ 材 料 費

医 業 外 費 用

医 業 費 用

６ 研 究 研 修 費

予 備 費１

特 別 損 失

１

予 備 費

1,870,026

155,784

1,253,114

1,883,289

97,056

1,500

358,936

予 定 額 備           考

４

２

過年度損益修正損
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１

２

３

４

３

1

2,000

患者外給食材料費

消 費 税

2,000

４

支 払 利 息 及 び
企業債取扱諸費

1

2,000

3,636

2,000

9,263

資 産 減 耗 費

雑 損 失

１

５

1

9,260

経 費

款 項 目

１

    支支    出出

  １ 病 院 事 業 費 用

減 価 償 却 費

給 与 費

３

２ 材 料 費

医 業 外 費 用

医 業 費 用

６ 研 究 研 修 費

予 備 費１

特 別 損 失

１

予 備 費

1,870,026

155,784

1,253,114

1,883,289

97,056

1,500

358,936

予 定 額 備           考

４

２

過年度損益修正損

1

２

３

１

２

３ 予 備 費

１

予 備 費

1,000

１ 1,000

企 業 債 償 還 金

企業債償還金

１

98,757

補 助 金

款

企 業 債 66,400

他会計繰入金

1

1

備           考

    収収    入入

項

163,594

他 会 計 繰 入 金

76,000

1

98,757

１

163,594

資資本本的的収収入入及及びび支支出出

補 助 金

予 定 額

165,158

建 設 改 良 費

66,400

備           考

( 単位  千円 ） 

予 定 額目款 項

  １ 

１

資 本 的 収 入  １ 

目

資 本 的 支 出

    支支    出出

企 業 債

建 設 改 良 費 11,000

240,594

2 固定資産購入費 65,000
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令
和

８
年

度
　

日
南
市
病
院
事
業
予
定
キ
ャ
ッ
シ
ュ

フ
ロ

ー
計

算
書

(
間

接
法

)

（
単
位
　
円
）

項
 
 
 
　

　
　

　
　

目
令

和
８

年
度

（
当

初
予

算
時

点
）

Ⅰ
　

業
務

活
動

に
よ

る
キ

ャ
ッ

シ
ュ

フ
ロ

ー

　
１

．
当

期
純

利
益

2
2
,
0
5
9
,
0
0
0

　
２

．
営

業
活

動
か

ら
得

た
現

金
・

預
金

（
純

額
）

　
（

１
）

減
価

償
却

費
1
0
6
,
7
2
7
,
7
3
6

　
（

２
）

引
当

金
の

増
減

△
 
2
5
,
2
0
8
,
9
0
6

　
（

３
）

長
期

前
受

金
戻

入
額

△
 
6
6
,
3
6
2
,
9
9
0

　
（

４
）

固
定

資
産

売
却

損
・

修
正

損
等

1
,
0
0
0
,
0
0
0

　
（

５
）

営
業

活
動

に
よ

る
資

産
及

び
負

債
の

増
減

　
　

　
　

売
上

債
権

の
増

減
3
1
,
7
7
5
,
8
4
1

　
　

　
　

た
な

卸
資

産
の

増
減

△
 
5
,
7
5
9
,
4
2
5

　
　

　
　

未
払

債
務

の
増

減
3
,
5
1
1
,
1
5
9

　
　

　
　

そ
の

他
流

動
資

産
の

増
減

0

　
　

　
　

前
受

金
、

預
り

金
の

増
減

1
,
6
1
4

　
　

　
　

そ
の

他
流

動
負

債
の

増
減

0

　
（

６
）

そ
の

他
（

営
業

活
動

以
外

の
も

の
）

　
　

　
　

受
取

利
息

収
入

△
 
2
7
5
,
0
0
0

　
　

　
　

支
払

利
息

9
,
2
6
0
,
0
0
0

　
　

　
　

固
定

資
産

売
却

益
0

小
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

計
7
6
,
7
2
9
,
0
2
9

　
　

利
息

の
受

取
額

2
7
5
,
0
0
0

　
　

利
息

の
支

払
額

△
 
9
,
2
6
0
,
0
0
0

業
務

活
動

か
ら

得
た

現
金

・
預

金
（

純
額

）
6
7
,
7
4
4
,
0
2
9

Ⅱ
　

投
資

活
動

か
ら

の
キ

ャ
ッ

シ
ュ

フ
ロ

ー

　
１

．
固

定
資

産
取

得
・

建
設

改
良

事
業

等
実

施
額

△
 
6
9
,
0
9
0
,
9
1
0

　
２

．
上

記
実

施
に

係
る

補
助

金
、

負
担

金
等

収
入

9
8
,
7
5
7
,
0
0
0

　
３

．
固

定
資

産
の

売
却

0

　
４

．
一

般
会

計
か

ら
の

出
資

金
の

収
入

0

　
５

．
投

資
活

動
に

伴
う

現
金

預
金

の
調

整
0

　
（

１
）

投
資

活
動

に
伴

う
前

払
金

等
の

債
権

の
増

減
0

　
（

２
）

投
資

活
動

に
伴

う
未

払
金

等
に

よ
る

債
務

の
増

減
0

　
投

資
活

動
か

ら
得

た
現

金
・

預
金

（
純

額
）

2
9
,
6
6
6
,
0
9
0

Ⅲ
　

財
務

活
動

か
ら

の
キ

ャ
ッ

シ
ュ

フ
ロ

ー

　
１

．
企

業
債

の
発

行
6
6
,
4
0
0
,
0
0
0

　
２

．
企

業
債

の
償

還
△

 
1
6
3
,
5
9
3
,
5
8
0

　
３

．
出

資
金

の
収

入
0

　
４

．
出

資
金

の
返

還
0

　
財

務
活

動
か

ら
得

た
現

金
・

預
金

（
純

額
）

△
 
9
7
,
1
9
3
,
5
8
0

Ⅳ
　

現
金

預
金

及
び

現
金

等
価

物
増

加
額

・
減

少
額

2
1
6
,
5
3
9

Ⅴ
　

現
金

預
金

及
び

現
金

等
価

物
期

首
残

高
7
0
,
5
1
6
,
5
0
2

Ⅵ
　

現
金

預
金

及
び

現
金

等
価

物
期

末
残

高
7
0
,
7
3
3
,
0
4
1

１１　　総総　　　　括括
（単位　千円）

備考　（　　）内は、短時間勤務職員について外書きする。

△ 260 △ 1,312 △ 618 △ 6,121 24,367 0比　較 1,292 777 △ 417 △ 948 △ 3,348

13,000 8,712 5,239 40,498 233,791 1前年度 13,038 8,903 10,340 9,020 47,217

12,740 7,400 4,621 34,377 258,158 1

管理職
手当

初任給
調整手当

期末勤勉
手当

退職
手当

本年度 14,330 9,680 9,923 8,072 43,869

40,671

職員手当
の内訳

区分
扶養
手当

住居
手当

通勤
手当

地域
手当

特殊勤務
手当

時間外
勤務手当

宿日直
手当

187,712 1,200,085

比　　　較 3 0 5,422 16,722 13,412 35,556 5,115

1,047,929 192,827 1,240,756

前　年　度 （54） 118 149,519 473,095 389,759 1,012,373

本　年　度 （57） 118 154,941 489,817 403,171

給給　　与与　　費費　　明明　　細細　　書書

区　　　分
職　員　数

（人）

給　　　　　　　与　　　　　　　費

法定福利費 合　　　　計

報　　　酬 給　　　料 手　　　当 計
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令
和
８

年
度

　
日

南
市

病
院

事
業

予
定

キ
ャ

ッ
シ

ュ
フ

ロ
ー

計
算

書
(
間
接
法
)

（
単
位
　
円
）

項
 
 
 
　

　
　

　
　

目
令

和
８

年
度

（
当

初
予

算
時

点
）

Ⅰ
　

業
務

活
動

に
よ

る
キ

ャ
ッ

シ
ュ

フ
ロ

ー

　
１

．
当

期
純

利
益

2
2
,
0
5
9
,
0
0
0

　
２

．
営

業
活

動
か

ら
得

た
現

金
・

預
金

（
純

額
）

　
（

１
）

減
価

償
却

費
1
0
6
,
7
2
7
,
7
3
6

　
（

２
）

引
当

金
の

増
減

△
 
2
5
,
2
0
8
,
9
0
6

　
（

３
）

長
期

前
受

金
戻

入
額

△
 
6
6
,
3
6
2
,
9
9
0

　
（

４
）

固
定

資
産

売
却

損
・

修
正

損
等

1
,
0
0
0
,
0
0
0

　
（

５
）

営
業

活
動

に
よ

る
資

産
及

び
負

債
の

増
減

　
　

　
　

売
上

債
権

の
増

減
3
1
,
7
7
5
,
8
4
1

　
　

　
　

た
な

卸
資

産
の

増
減

△
 
5
,
7
5
9
,
4
2
5

　
　

　
　

未
払

債
務

の
増

減
3
,
5
1
1
,
1
5
9

　
　

　
　

そ
の

他
流

動
資

産
の

増
減

0

　
　

　
　

前
受

金
、

預
り

金
の

増
減

1
,
6
1
4

　
　

　
　

そ
の

他
流

動
負

債
の

増
減

0

　
（

６
）

そ
の

他
（

営
業

活
動

以
外

の
も

の
）

　
　

　
　

受
取

利
息

収
入

△
 
2
7
5
,
0
0
0

　
　

　
　

支
払

利
息

9
,
2
6
0
,
0
0
0

　
　

　
　

固
定

資
産

売
却

益
0

小
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

計
7
6
,
7
2
9
,
0
2
9

　
　

利
息

の
受

取
額

2
7
5
,
0
0
0

　
　

利
息

の
支

払
額

△
 
9
,
2
6
0
,
0
0
0

業
務

活
動

か
ら

得
た

現
金

・
預

金
（

純
額

）
6
7
,
7
4
4
,
0
2
9

Ⅱ
　

投
資

活
動

か
ら

の
キ

ャ
ッ

シ
ュ

フ
ロ

ー

　
１

．
固

定
資

産
取

得
・

建
設

改
良

事
業

等
実

施
額

△
 
6
9
,
0
9
0
,
9
1
0

　
２

．
上

記
実

施
に

係
る

補
助

金
、

負
担

金
等

収
入

9
8
,
7
5
7
,
0
0
0

　
３

．
固

定
資

産
の

売
却

0

　
４

．
一

般
会

計
か

ら
の

出
資

金
の

収
入

0

　
５

．
投

資
活

動
に

伴
う

現
金

預
金

の
調

整
0

　
（

１
）

投
資

活
動

に
伴

う
前

払
金

等
の

債
権

の
増

減
0

　
（

２
）

投
資

活
動

に
伴

う
未

払
金

等
に

よ
る

債
務

の
増

減
0

　
投

資
活

動
か

ら
得

た
現

金
・

預
金

（
純

額
）

2
9
,
6
6
6
,
0
9
0

Ⅲ
　

財
務

活
動

か
ら

の
キ

ャ
ッ

シ
ュ

フ
ロ

ー

　
１

．
企

業
債

の
発

行
6
6
,
4
0
0
,
0
0
0

　
２

．
企

業
債

の
償

還
△

 
1
6
3
,
5
9
3
,
5
8
0

　
３

．
出

資
金

の
収

入
0

　
４

．
出

資
金

の
返

還
0

　
財

務
活

動
か

ら
得

た
現

金
・

預
金

（
純

額
）

△
 
9
7
,
1
9
3
,
5
8
0

Ⅳ
　

現
金

預
金

及
び

現
金

等
価

物
増

加
額

・
減

少
額

2
1
6
,
5
3
9

Ⅴ
　

現
金

預
金

及
び

現
金

等
価

物
期

首
残

高
7
0
,
5
1
6
,
5
0
2

Ⅵ
　

現
金

預
金

及
び

現
金

等
価

物
期

末
残

高
7
0
,
7
3
3
,
0
4
1

１１　　総総　　　　括括
（単位　千円）

備考　（　　）内は、短時間勤務職員について外書きする。

△ 260 △ 1,312 △ 618 △ 6,121 24,367 0比　較 1,292 777 △ 417 △ 948 △ 3,348

13,000 8,712 5,239 40,498 233,791 1前年度 13,038 8,903 10,340 9,020 47,217

12,740 7,400 4,621 34,377 258,158 1

管理職
手当

初任給
調整手当

期末勤勉
手当

退職
手当

本年度 14,330 9,680 9,923 8,072 43,869

40,671

職員手当
の内訳

区分
扶養
手当

住居
手当

通勤
手当

地域
手当

特殊勤務
手当

時間外
勤務手当

宿日直
手当

187,712 1,200,085

比　　　較 3 0 5,422 16,722 13,412 35,556 5,115

1,047,929 192,827 1,240,756

前　年　度 （54） 118 149,519 473,095 389,759 1,012,373

本　年　度 （57） 118 154,941 489,817 403,171

給給　　与与　　費費　　明明　　細細　　書書

区　　　分
職　員　数

（人）

給　　　　　　　与　　　　　　　費

法定福利費 合　　　　計

報　　　酬 給　　　料 手　　　当 計

− 9−



((１１))　　会会計計年年度度任任用用職職員員以以外外のの職職員員
（単位　千円）

備考　１　この表は、給料をもって支弁される会計年度任用職員以外の一般職の職員(事業費支弁に係る職員を含む。)で予算の積算の基礎となった

　　　　　ものについて記載する。

　 　　　　２　(　　　)内は、短時間勤務職員について外書きする。

△ 260 △ 1,312 △ 618 △ 6,121 17,199 0比　較 1,292 777 △ 417 △ 948 △ 3,348

13,000 8,712 5,239 40,498 193,267 1前年度 13,038 8,903 10,340 9,020 47,217

12,740 7,400 4,621 34,377 210,466 1

管理職
手当

初任給
調整手当

期末勤勉
手当

退職
手当

本年度 14,330 9,680 9,923 8,072 43,869

20,743

職員手当
の内訳

区分
扶養
手当

住居
手当

通勤
手当

地域
手当

特殊勤務
手当

時間外
勤務手当

宿日直
手当

166,874 989,204

比　　　較 （　　） 0 0 16,722 6,244 22,966 △ 2,223

845,296 164,651 1,009,947

前　年　度 （　　） 118 0 473,095 349,235 822,330

本　年　度 （　　） 118 0 489,817 355,479

区　　　分
職　員　数

（人）

給　　　　　　　与　　　　　　　費

法定福利費 合　　　　計

報　　　酬 給　　　料 手　　　当 計

− 10−



((２２))　　会会計計年年度度任任用用職職員員
（単位　千円）

備考　１　この表は、報酬又は給料をもって支弁される会計年度任用職員(事業費支弁に係る職員を含む。)で予算の積算の基礎となったもの

　　　　　について記載する。

　　　　２　(　　　)内は、会計年度任用の職を占める職員であって、その一週間当たりの通常の勤務時間が常時勤務を要する職を占める職員の　　　　

　　　　　一週間当たりの通常の勤務時間に比し短い職員について外書きする。

比　較 7,168

前年度 40,524

47,692

19,928

職員手当
の内訳

区分 期末勤勉手当

本年度

20,838 210,881

比　　　較 3 5,422 7,168 12,590 7,338

202,633 28,176 230,809

前　年　度 （54） 149,519 40,524 190,043

本　年　度 （57） 154,941 47,692

区　　　分
職　員　数
（人）

給　　　　　　　与　　　　　　　費

法定福利費 合　　　　計

報　　　酬 給　　　料 手　　　当 計

− 11−



２２　　給給料料及及びび職職員員手手当当のの増増減減額額のの明明細細((会会計計年年度度任任用用職職員員以以外外のの職職員員))

給与改定の状況

職員数の異動状況

人事異動等に伴う増
減その他の増減分 △ 2,056

制度改正に伴う増
手　　　当 6,244 制度改正に伴う増分 8,300

本　年　度 118
前　年　度 118
増　　　 減 0

5,986

人事異動等に伴う増減
その他の増減分 △ 1,501

備考

令和8年度 未定

令和7年度

給料表
平均3.24％引上げ

期末勤勉手当
0.05月増

令和7年4月1日
（ただし、期末
勤勉手当につ
いては、令和7
年12月1日）

年　　度 給与改定率 実施時期

昇給に伴う増分

給　　　料 16,722 給与改定に伴う増分 12,237

（単位　千円）

区　　分 増　減　額 増 減 事 由 別 内 訳 説　　　　明 備　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　考

３３　　給給料料及及びび手手当当のの状状況況((会会計計年年度度任任用用職職員員以以外外のの職職員員))

（（１１））職職員員１１人人当当たたりり給給与与

（（２２））初初　　任任　　給給

大　学　卒 232,000 232,000

短　大　卒 213,100 213,100 博士課程修了 380,800 380,800

高　校　卒 200,300 200,300 医　大　卒 305,600 305,600

平　　均　　年　　齢　　（歳） 40.9 57.1

区　　　分 一般行政職（円）
一般会計の制度

区　　　分 医療職（円） 国の制度
一般行政職（円）

平　　均　　年　　齢　　（歳） 41.1 58.0

令和7年４月１日　　　現在

平　均　給　料　月　額　（円） 326,355 533,563

平　均　給　与　月　額　（円） 341,319 1,329,181

区　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　分 一　般　行　政　職 医　　　療　　　職

令和8年４月１日　　　現在

平　均　給　料　月　額　（円） 339,681 563,786

平　均　給　与　月　額　（円） 360,325 1,351,845

− 12−



２２　　給給料料及及びび職職員員手手当当のの増増減減額額のの明明細細((会会計計年年度度任任用用職職員員以以外外のの職職員員))

給与改定の状況

職員数の異動状況

人事異動等に伴う増
減その他の増減分 △ 2,056

制度改正に伴う増
手　　　当 6,244 制度改正に伴う増分 8,300

本　年　度 118
前　年　度 118
増　　　 減 0

5,986

人事異動等に伴う増減
その他の増減分 △ 1,501

備考

令和8年度 未定

令和7年度

給料表
平均3.24％引上げ

期末勤勉手当
0.05月増

令和7年4月1日
（ただし、期末
勤勉手当につ
いては、令和7
年12月1日）

年　　度 給与改定率 実施時期

昇給に伴う増分

給　　　料 16,722 給与改定に伴う増分 12,237

（単位　千円）

区　　分 増　減　額 増 減 事 由 別 内 訳 説　　　　明 備　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　考

３３　　給給料料及及びび手手当当のの状状況況((会会計計年年度度任任用用職職員員以以外外のの職職員員))

（（１１））職職員員１１人人当当たたりり給給与与

（（２２））初初　　任任　　給給

大　学　卒 232,000 232,000

短　大　卒 213,100 213,100 博士課程修了 380,800 380,800

高　校　卒 200,300 200,300 医　大　卒 305,600 305,600

平　　均　　年　　齢　　（歳） 40.9 57.1

区　　　分 一般行政職（円）
一般会計の制度

区　　　分 医療職（円） 国の制度
一般行政職（円）

平　　均　　年　　齢　　（歳） 41.1 58.0

令和7年４月１日　　　現在

平　均　給　料　月　額　（円） 326,355 533,563

平　均　給　与　月　額　（円） 341,319 1,329,181

区　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　分 一　般　行　政　職 医　　　療　　　職

令和8年４月１日　　　現在

平　均　給　料　月　額　（円） 339,681 563,786

平　均　給　与　月　額　（円） 360,325 1,351,845

− 13−



（（３３））級級別別職職員員数数

（　　）内は、短時間勤務職員について外書きする。

（（級級別別のの標標準準的的なな職職務務内内容容））

医員 医員医　　　 療 　　　職 病院長
病院長

副病院長

副病院長
診療課長

科長・医長・医員

１　　　級

一　般　企　業　職
病院部長
事務局長

課長
事務局長

次長･科長
看護師長

主幹

係長・副看護師長
主査・副主幹

主任主事・主任技師
主任看護師・主任栄養士
副主任主事・副主任技師

副主任看護師
副主任栄養士

主事・技師
看護師・栄養士

主事・技師
看護師・栄養士

区　　　　分 ７　　　級 ６　　　級 ５　　　級 ４　　　級 ３　　　級 ２　　　級

（　　） 9 （　　） 100.0

（　　） （　　）

計 （　　） 109 （　　） 100.0 計

（　　） 1 （　　） 11.2

１　　級 （　　） （　　） １　　級

（　　） 4 （　　） 44.4

２　　級 （　　） 8 （　　） 7.3 ２　　級

（　　） 4 （　　） 44.4

３　　級 （　　） 35 （　　） 32.1 ３　　級

（　　） （　　）

４　　級 （　　） 54 （　　） 49.6 ４　　級

５　　級 （　　） 10 （　　） 9.2 ５　　級

６　　級 （　　） 1 （　　） 0.9

7 （　　） 100.0

令和7年４月１日　　現在

７　　級 （　　） 1 （　　） 0.9

（　　）

計 （　　） 111 （　　） 100.0 計 （　　）

1 （　　） 14.3

１　　級 （　　） （　　） １　　級 （　　）

2 （　　） 28.6

２　　級 （　　） 11 （　　） 9.9 ２　　級 （　　）

4 （　　） 57.1

３　　級 （　　） 31 （　　） 27.9 ３　　級 （　　）

（　　）

４　　級 （　　） 56 （　　） 50.5 ４　　級 （　　）

５　　級 （　　） 11 （　　） 9.9 ５　　級 （　　）

６　　級 （　　） 1 （　　） 0.9

職員数（人） 構成比（％）

令和8年４月１日　　現在

７　　級 （　　） 1 （　　） 0.9

区　　　　　　　　分
一般行政職 医療職

級 職員数（人） 構成比（％） 級

（（４４））昇昇給給

比　　　　　　　　　　　　　　率　　（B)／（A)　（％） 94.9 94.5 100.0

５号給（人） 0 0 0

６号給（人） 0 0 0

４号給（人） 99 95 4号　給　数　別　内　訳

２号給（人） 10 5 5

３号給（人） 3 3 0

昇　給　に　係　る　職　員　数　　　　（B)　（人） 112 103 9

比　　　　　　　　　　　　　　率　　（B)／（A)　（％） 92.4 91.9 100.0

前
　
　
　
年
　
　
　
度

職　　　　　　　員　　　　　　　数　　　　（A)　（人） 118 109 9

５号給（人） 0 0 0

６号給（人） 0 0 0

0

４号給（人） 99 97 2号　給　数　別　内　訳

２号給（人） 10 5 5

３号給（人） 0 0

本
　
　
　
年
　
　
　
度

職　　　　　　　員　　　　　　　数　　　　（A)　（人） 118 111 7

昇　給　に　係　る　職　員　数　　　　（B)　（人） 109 102 7

区　　　　　　　　　　　　　　　分 合　　　　　　　　計 一　般　行　政　職 医　　療　　職

− 14−



（（３３））級級別別職職員員数数

（　　）内は、短時間勤務職員について外書きする。

（（級級別別のの標標準準的的なな職職務務内内容容））

医員 医員医　　　 療 　　　職 病院長
病院長

副病院長

副病院長
診療課長

科長・医長・医員

１　　　級

一　般　企　業　職
病院部長
事務局長

課長
事務局長

次長･科長
看護師長

主幹

係長・副看護師長
主査・副主幹

主任主事・主任技師
主任看護師・主任栄養士
副主任主事・副主任技師

副主任看護師
副主任栄養士

主事・技師
看護師・栄養士

主事・技師
看護師・栄養士

区　　　　分 ７　　　級 ６　　　級 ５　　　級 ４　　　級 ３　　　級 ２　　　級

（　　） 9 （　　） 100.0

（　　） （　　）

計 （　　） 109 （　　） 100.0 計

（　　） 1 （　　） 11.2

１　　級 （　　） （　　） １　　級

（　　） 4 （　　） 44.4

２　　級 （　　） 8 （　　） 7.3 ２　　級

（　　） 4 （　　） 44.4

３　　級 （　　） 35 （　　） 32.1 ３　　級

（　　） （　　）

４　　級 （　　） 54 （　　） 49.6 ４　　級

５　　級 （　　） 10 （　　） 9.2 ５　　級

６　　級 （　　） 1 （　　） 0.9

7 （　　） 100.0

令和7年４月１日　　現在

７　　級 （　　） 1 （　　） 0.9

（　　）

計 （　　） 111 （　　） 100.0 計 （　　）

1 （　　） 14.3

１　　級 （　　） （　　） １　　級 （　　）

2 （　　） 28.6

２　　級 （　　） 11 （　　） 9.9 ２　　級 （　　）

4 （　　） 57.1

３　　級 （　　） 31 （　　） 27.9 ３　　級 （　　）

（　　）

４　　級 （　　） 56 （　　） 50.5 ４　　級 （　　）

５　　級 （　　） 11 （　　） 9.9 ５　　級 （　　）

６　　級 （　　） 1 （　　） 0.9

職員数（人） 構成比（％）

令和8年４月１日　　現在

７　　級 （　　） 1 （　　） 0.9

区　　　　　　　　分
一般行政職 医療職

級 職員数（人） 構成比（％） 級

（（４４））昇昇給給

比　　　　　　　　　　　　　　率　　（B)／（A)　（％） 94.9 94.5 100.0

５号給（人） 0 0 0

６号給（人） 0 0 0

４号給（人） 99 95 4号　給　数　別　内　訳

２号給（人） 10 5 5

３号給（人） 3 3 0

昇　給　に　係　る　職　員　数　　　　（B)　（人） 112 103 9

比　　　　　　　　　　　　　　率　　（B)／（A)　（％） 92.4 91.9 100.0

前
　
　
　
年
　
　
　
度

職　　　　　　　員　　　　　　　数　　　　（A)　（人） 118 109 9

５号給（人） 0 0 0

６号給（人） 0 0 0

0

４号給（人） 99 97 2号　給　数　別　内　訳

２号給（人） 10 5 5

３号給（人） 0 0

本
　
　
　
年
　
　
　
度

職　　　　　　　員　　　　　　　数　　　　（A)　（人） 118 111 7

昇　給　に　係　る　職　員　数　　　　（B)　（人） 109 102 7

区　　　　　　　　　　　　　　　分 合　　　　　　　　計 一　般　行　政　職 医　　療　　職
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（（５５））特特殊殊勤勤務務手手当当

（（６６））期期末末手手当当、、勤勤勉勉手手当当

（　　　）内は、短時間勤務職員について外書きする。

前　　年　　度

（1.20） （1.20） （2.40）
  病院長、副病院長、病院部長・課長級の職員15%
  課長補佐級の職員10%、
　主任主事・主任技師以上の職務の職員5%2.300 2.300 4.60

本　　年　　度

（1.225） （1.225） （2.45）
  病院長、副病院長、病院部長・課長級の職員15%
  課長補佐級の職員10%、
　主任主事・主任技師以上の職務の職員5%2.325 2.325 4.65

区　　　　分

支　給　期　別　支　給　率

支給率計
（月分）

職制上の段階、
職務の級等による加算措置

備　　　考

６月　（月分） １２月　（月分）

支給対象職員１人当たり平均支給月額　　（円） 5,000 10,000 5,000

特　殊　勤　務　手　当　の　名　称 放射線技師危険手当・薬剤師麻薬管理手当・衛生検査技師危険手当

給　料　総　額　に　対　す　る　比　率　（％） 0.04 0.05 0.04

支給対象職員の比率（８年４月１日現在） （％） 2.5 1.7 2.5

区　　　　　　　　　　　　分 放　射　線　技　師 薬　剤　師 検　査　技　師

（（７７））定定年年退退職職及及びび勧勧奨奨退退職職にに係係るる退退職職手手当当

（（８８））そそのの他他のの手手当当

住　　　居　　　手　　　当 同　　　　　じ

通　　　勤　　　手　　　当 同　　　　　じ

区　　　　　　　　分 一般会計の制度との異同 差　　　　異　　　　の　　　　内　　　　容

扶　　　養　　　手　　　当 同　　　　　じ

一般会計の制度 24.586875 33.27075 47.709 47.709

備　　　　　　　　　　　考

支 給 率 等 24.586875 33.27075 47.709 47.709

区　　　　分
20年勤続の者

（月分）
25年勤続の者

（月分）
35年勤続の者

（月分）
最 高 限 度

（月分）
その他の

加算措置等

− 16−



（（７７））定定年年退退職職及及びび勧勧奨奨退退職職にに係係るる退退職職手手当当

（（８８））そそのの他他のの手手当当

住　　　居　　　手　　　当 同　　　　　じ

通　　　勤　　　手　　　当 同　　　　　じ

区　　　　　　　　分 一般会計の制度との異同 差　　　　異　　　　の　　　　内　　　　容

扶　　　養　　　手　　　当 同　　　　　じ

一般会計の制度 24.586875 33.27075 47.709 47.709

備　　　　　　　　　　　考

支 給 率 等 24.586875 33.27075 47.709 47.709

区　　　　分
20年勤続の者

（月分）
25年勤続の者

（月分）
35年勤続の者

（月分）
最 高 限 度

（月分）
その他の

加算措置等
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１１

 

２２

令令和和８８年年度度　　日日南南市市病病院院事事業業会会計計予予定定貸貸借借対対照照表表  （（当当年年度度分分））

（ 令和９年３月３１日 ）
（ 単位   円 ）

資資          産産          のの          部部

  固固  定定  資資  産産

（１） 有 形 固 定 資 産

イ 土 地 51,335,880

ロ 建 物 2,581,877,342

建 物 減 価 償 却
累 計 額

1,475,690,537 1,106,186,805

ハ 構 築 物 80,912,919

構 築 物 減 価 償 却
累 計 額

76,867,274 4,045,645

ニ 器 械 備 品 918,178,924

器械備品減価償却
累 計 額

647,866,984 270,311,940

ホ 車 両 3,742,640

車 両 減 価 償 却
累 計 額

840,573 2,902,067

有形固定資産合計 1,434,782,337

（２） 無 形 固 定 資 産

イ 電 話 加 入 権 593,635

ロ その他無形固定資産 750,000

無形固定資産合計 1,343,635

固固 定定 資資 産産 合合 計計 11,,443366,,112255,,997722

  流流  動動  資資  産産

（１） 現 金 預 金 70,733,041

（２） 未 収 金 142,958,549

（３） 前 払 金 68,200

（４） 貯 蔵 品 28,893,461

流流 動動 資資 産産 合合 計計 224422,,665533,,225511

資資 産産 合合 計計 11,,667788,,777799,,222233
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１１

 

２２

令令和和８８年年度度　　日日南南市市病病院院事事業業会会計計予予定定貸貸借借対対照照表表  （（当当年年度度分分））

（ 令和９年３月３１日 ）
（ 単位   円 ）

資資          産産          のの          部部

  固固  定定  資資  産産

（１） 有 形 固 定 資 産

イ 土 地 51,335,880

ロ 建 物 2,581,877,342

建 物 減 価 償 却
累 計 額

1,475,690,537 1,106,186,805

ハ 構 築 物 80,912,919

構 築 物 減 価 償 却
累 計 額

76,867,274 4,045,645

ニ 器 械 備 品 918,178,924

器械備品減価償却
累 計 額

647,866,984 270,311,940

ホ 車 両 3,742,640

車 両 減 価 償 却
累 計 額

840,573 2,902,067

有形固定資産合計 1,434,782,337

（２） 無 形 固 定 資 産

イ 電 話 加 入 権 593,635

ロ その他無形固定資産 750,000

無形固定資産合計 1,343,635

固固 定定 資資 産産 合合 計計 11,,443366,,112255,,997722

  流流  動動  資資  産産

（１） 現 金 預 金 70,733,041

（２） 未 収 金 142,958,549

（３） 前 払 金 68,200

（４） 貯 蔵 品 28,893,461

流流 動動 資資 産産 合合 計計 224422,,665533,,225511

資資 産産 合合 計計 11,,667788,,777799,,222233

３３   固固  定定  負負  債債

４４   流流  動動  負負  債債

５５   繰繰  延延  収収  益益

長期前受金合計

長期前受金収益化累計額

長期前受金収益化累計額合計

負負          債債          のの          部部

（１） 企 業 債 466,709,975

（２） 引 当 金

イ 退 職 給 付 引 当 金 211,197,508 211,197,508

固固 定定 負負 債債 合合 計計 667777,,990077,,448833

（１） 企 業 債 161,356,163

（２） 未 払 金 90,390,407

（３） 引 当 金

イ 賞 与 引 当 金 83,537,170

ロ 法定福利費引当金 15,305,582 98,842,752

（４） 預 り 金 1,057,233

流流 動動 負負 債債 合合 計計 335511,,664466,,555555

（１） 長 期 前 受 金

イ 工 事 負 担 金 524,192,672

ロ 補 助 金 124,050,353

ハ 繰 入 金 1,152,219,410

1,800,462,435

（２）

イ 工 事 負 担 金 △ 518,304,920

ロ 補 助 金 △ 95,021,262

ハ 繰 入 金 △ 790,746,445

△ 1,404,072,627

繰繰延延収収益益合合計計 339966,,338899,,880088

負負 債債 合合 計計 11,,442255,,994433,,884466
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６６

７７

資資          本本          のの          部部

  資資    本本    金金

（１） 資 本 金 525,143,456

資資 本本 金金 合合 計計 552255,,114433,,445566

  剰剰    余余    金金

（１） 資 本 剰 余 金

イ 工 事 負 担 金 0

ロ 補 助 金 5,600,000

ハ 繰 入 金 0

二 受 贈 財 産 評 価 額 316,010

資本剰余金合計 5,916,010

（２） 利 益 剰 余 金

イ 減 債 積 立 金 20,000,000

ロ 建 設 改 良 積 立 金 10,590,417

ハ 当年度未処理欠損金 308,814,506

利益剰余金合計 △ 278,224,089

剰剰 余余 金金 合合 計計 △△  227722,,330088,,007799

資資 本本 合合 計計 225522,,883355,,337777

負負 債債 資資 本本 合合 計計 11,,667788,,777799,,222233
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注記

Ⅰ　重要な会計方針　
平成２６年度より、改定後の地方公営企業会計基準を適用して、財務諸表等を作成している。

１　資産の評価基準及び評価方法
(1)たな資産の評価基準及び評価方法
　貯蔵品　先入先出法による原価法
　

２　固定資産の減価償却の方法
(1)有形固定資産
・減価償却の方法　定額法による。
・主な耐用年数
　建物 ３９～４７ 年
　構築物 １０ 年
　器械備品 ４～１５ 年
　車両 ４～５ 年

３　引当金の計上方法
(1)賞与引当金
　職員の期末手当及び勤勉手当の支給に備えるため、当年度末における支給見込額に基づき、当年度の負担に属する額（12月から3月までの4か月分）を
計上している。
(2)法定福利費引当金
　職員の期末手当及び勤勉手当に係る法定福利費の支出に備えるため、当年度末における支給見込額に基づき、当年度の負担に属する額（12月から3月
までの4か月分）を計上している。

４　消費税及び地方消費税の会計処理
　消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっている。

Ⅱ　予定貸借対照表等関連
１　企業債の償還に係る他会計の負担
　貸借対照表に計上されている企業債（当該年度末日の翌日から起算して１年以内に償還予定のものも含む。）のうち、他会計が負担すると見込まれる
額は302,296,039円である。

Ⅲ　その他の注記
１　新会計基準移行に係る経過措置
(1)退職給付引当金に関する経過措置
　会計基準変更時期差異については、平成２６年度から職員の退職までの平均残余勤務年数(１５年)にわたり、費用処理している。
(2)みなし償却制度の廃止に伴う経過措置
　平成26年3月31日における償却資産の取得又は改良に充てるための補助金等で現に資本剰余金として整理している額については、平成26年3月31日以前に
取得又は改良した資産で、取得又は改良した資産と補助金等との対応関係を個別的に把握できる資産を除いたすべての資産（ただし、補助金等を充てずに
取得又は改良したことが明らかな資産は除く。）を対象とした按分等の方法を用いて合理的に整理している。
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１１

２２

３３

令令和和７７年年度度日日南南市市病病院院事事業業会会計計予予定定損損益益計計算算書書  （（前前年年度度分分））

（ 令和７年４月１日から令和８年３月３１日まで ）

（ 単位   円 ）

  医医  業業  収収  益益

（１） 入 院 収 益 738,251,241

（２） 外 来 収 益 453,433,916

（３） その他医業収益 147,078,347 1,338,763,504

  医医  業業  費費  用用

（１） 給 与 費 1,257,840,617

（２） 材 料 費 167,133,705

（３） 経 費 337,974,770

（４） 減 価 償 却 費 109,828,492

（５） 資 産 減 耗 費 19,044,276

（６） 研 究 研 修 費 1,659,200 1,893,481,060

医医 業業 損損 失失 555544,,771177,,555566

  医医  業業  外外  収収  益益

（１） 受 取 利 息 551,323

（２） 補 助 金 24,375,000

（３） 他 会 計 繰 入 金 405,024,000

（４） 患 者 外 給 食 収 益 636,364

（５） 長 期 前 受 金 戻 入 70,109,484

（６） その他医業外収益 3,426,384 504,122,555
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１１

２２

３３

令令和和７７年年度度日日南南市市病病院院事事業業会会計計予予定定損損益益計計算算書書  （（前前年年度度分分））

（ 令和７年４月１日から令和８年３月３１日まで ）

（ 単位   円 ）

  医医  業業  収収  益益

（１） 入 院 収 益 738,251,241

（２） 外 来 収 益 453,433,916

（３） その他医業収益 147,078,347 1,338,763,504

  医医  業業  費費  用用

（１） 給 与 費 1,257,840,617

（２） 材 料 費 167,133,705

（３） 経 費 337,974,770

（４） 減 価 償 却 費 109,828,492

（５） 資 産 減 耗 費 19,044,276

（６） 研 究 研 修 費 1,659,200 1,893,481,060

医医 業業 損損 失失 555544,,771177,,555566

  医医  業業  外外  収収  益益

（１） 受 取 利 息 551,323

（２） 補 助 金 24,375,000

（３） 他 会 計 繰 入 金 405,024,000

（４） 患 者 外 給 食 収 益 636,364

（５） 長 期 前 受 金 戻 入 70,109,484

（６） その他医業外収益 3,426,384 504,122,555

４４

５５

６６

  医医  業業  外外  費費  用用

（１） 支 払 利 息 10,497,099

（２） 患者外給食材料費 636,364

（３） 雑 損 失 25,009,201 36,142,664 446677,,997799,,889911

経経 常常 損損 失失 8866,,773377,,666655

  特特  別別  利利  益益

（１） 過年度損益修正益 146,300 146,300

  特特  別別  損損  失失

（１） 過年度損益修正損 24,406,172 24,406,172 △△  2244,,225599,,887722

当当 年年 度度 純純 損損 失失 111100,,999977,,553377

前前 年年 度度 繰繰 越越 欠欠 損損 金金 221199,,887755,,996699

そそのの他他未未処処理理分分利利益益剰剰余余金金変変動動額額 00

当当 年年 度度 未未 処処 理理 欠欠 損損 金金 333300,,887733,,550066
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１１

 

２２

令令和和７７年年度度　　日日南南市市病病院院事事業業会会計計予予定定貸貸借借対対照照表表  （（前前年年度度分分））

（ 令和８年３月３１日 ）

（ 単位   円 ）

資資          産産          のの          部部

  固固  定定  資資  産産

（１） 有 形 固 定 資 産

イ 土 地 51,335,880

ロ 建 物 2,575,877,342

建 物 減 価 償 却
累 計 額

1,412,083,834 1,163,793,508

ハ 構 築 物 80,912,919

構 築 物 減 価 償 却
累 計 額

76,867,274 4,045,645

ニ 器 械 備 品 875,088,014

器械備品減価償却
累 計 額

623,745,951 251,342,063

ホ 車 両 3,742,640

車 両 減 価 償 却
累 計 額

840,573 2,902,067

有形固定資産合計 1,473,419,163

（２） 無 形 固 定 資 産

イ 電 話 加 入 権 593,635

ロ その他無形固定資産 750,000

無形固定資産合計 1,343,635

固固 定定 資資 産産 合合 計計 11,,447744,,776622,,779988

  流流  動動  資資  産産

（１） 現 金 預 金 70,516,502

（２） 未 収 金 174,734,390

（３） 前 払 金 68,200

（４） 貯 蔵 品 23,134,036

流流 動動 資資 産産 合合 計計 226688,,445533,,112288

資資 産産 合合 計計 11,,774433,,221155,,992266

３３   固固  定定  負負  債債

４４   流流  動動  負負  債債

５５   繰繰  延延  収収  益益

長期前受金合計

長期前受金収益化累計額

長期前受金収益化累計額合計

負負          債債          のの          部部

（１） 企 業 債 561,666,138

（２） 引 当 金

イ 退 職 給 付 引 当 金 237,361,746 237,361,746

固固 定定 負負 債債 合合 計計 779999,,002277,,888844

（１） 企 業 債 163,593,580

（２） 未 払 金 86,879,248

（３） 引 当 金

イ 賞 与 引 当 金 82,239,836

ロ 法定福利費引当金 15,647,584 97,887,420

（４） 預 り 金 1,055,619

流流 動動 負負 債債 合合 計計 334499,,441155,,886677

（１） 長 期 前 受 金

イ 工 事 負 担 金 524,192,672

ロ 補 助 金 124,050,353

ハ 繰 入 金 1,053,462,410

1,701,705,435

（２）

イ 工 事 負 担 金 △ 518,304,920

ロ 補 助 金 △ 88,060,943

ハ 繰 入 金 △ 731,343,774

△ 1,337,709,637

繰繰延延収収益益合合計計 336633,,999955,,779988

負負 債債 合合 計計 11,,551122,,443399,,554499
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３３   固固  定定  負負  債債

４４   流流  動動  負負  債債

５５   繰繰  延延  収収  益益

長期前受金合計

長期前受金収益化累計額

長期前受金収益化累計額合計

負負          債債          のの          部部

（１） 企 業 債 561,666,138

（２） 引 当 金

イ 退 職 給 付 引 当 金 237,361,746 237,361,746

固固 定定 負負 債債 合合 計計 779999,,002277,,888844

（１） 企 業 債 163,593,580

（２） 未 払 金 86,879,248

（３） 引 当 金

イ 賞 与 引 当 金 82,239,836

ロ 法定福利費引当金 15,647,584 97,887,420

（４） 預 り 金 1,055,619

流流 動動 負負 債債 合合 計計 334499,,441155,,886677

（１） 長 期 前 受 金

イ 工 事 負 担 金 524,192,672

ロ 補 助 金 124,050,353

ハ 繰 入 金 1,053,462,410

1,701,705,435

（２）

イ 工 事 負 担 金 △ 518,304,920

ロ 補 助 金 △ 88,060,943

ハ 繰 入 金 △ 731,343,774

△ 1,337,709,637

繰繰延延収収益益合合計計 336633,,999955,,779988

負負 債債 合合 計計 11,,551122,,443399,,554499
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６６

７７

資資          本本          のの          部部

  資資    本本    金金

（１） 資 本 金 525,143,456

資資 本本 金金 合合 計計 552255,,114433,,445566

  剰剰    余余    金金

（１） 資 本 剰 余 金

イ 工 事 負 担 金 0

ロ 補 助 金 5,600,000

ハ 繰 入 金 0

二 受 贈 財 産 評 価 額 316,010

資本剰余金合計 5,916,010

（２） 利 益 剰 余 金

イ 減 債 積 立 金 20,000,000

ロ 建 設 改 良 積 立 金 10,590,417

ハ 当年度未処理欠損金 330,873,506

利益剰余金合計 △ 300,283,089

剰剰 余余 金金 合合 計計 △△  229944,,336677,,007799

資資 本本 合合 計計 223300,,777766,,337777

負負 債債 資資 本本 合合 計計 11,,774433,,221155,,992266
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人

円

人

円

保険外診療材料、文書料他

1          

企業債償還利息、リハビリテーション医療等負担金

過年度損益修正益

売店使用料、医師官舎使用料他

13,750     

公衆衛生活動収益

令令和和８８年年度度日日南南市市病病院院事事業業会会計計予予算算実実施施計計画画明明細細書書

18,670     

医 業 外 収 益

各 目 明 細

年間延患者数

居宅サービス、居宅介護支援他

275        

300        

66,362     

患 者 外 給 食 収 益 1          

241,748    

国 県 補 助 金

長 期 前 受 金 戻 入

過年度損益修正益

3,500      その他医業外収益

66,362     

医 業 収 益

補 助 金

他 会 計 繰 入 金

そ の 他 医 業 収 益

241,748    

患 者 外 給 食 収 益

受取利息及び配当金

311,887    

1          

外 来 診 療 報 酬

72,270

401,880    

金 額

入 院 一 部 負 担 金

3,500      

収収益益的的収収入入及及びび支支出出

94,560 10,500

外 来 収 益

款 項 予 定 額目

入 院 収 益

496,440    

外 来 一 部 負 担 金

843,150    

一人一日平均

1,883,650  

    収収    入入

病院事業収益

入 院 診 療 報 酬

1,571,463  

915,420    

節

38,000一人一日平均

24,090

健診料他

救急医療、保健衛生、在宅医療・介護連
携推進運営費、認知症初期支援負担金

6,300      

64,771     

入院時個室料

47,280年間延患者数

室 料 差 額 収 益

159,603    

他 会 計 負 担 金

1          

介 護 保 険 収 益

預 金 利 息

( 単位  千円 ）

長 期 前 受 金 戻 入

患者外給食費

56,112     

備 考

他 会 計 負 担 金

275        

そ の 他 医 業 収 益

特 別 利 益

その他医業外収益

300        

300        
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医師

看護師・保健師

医療技術者・管理栄養士

一般事務職

計

時間外勤務手当

予 定 額

市町村共済組合負担金繰入

各 目 明 細

節

12,358

12,740

款

9,923

4,621

34,377

41人

63人

489,817    

備 考金 額

7,400

331,990

宿日直手当

扶養手当

児童手当

住居手当

特殊勤務手当 43,869

法定福利費引当金繰入額

 7人

14,330

賞与繰入

8,072

174,620

通勤手当

9,680

83,538     

1,253,114  

177,521    

154,941    

法 定 福 利 費

給 料

手 当 等

賞与引当金繰入額

報 酬

地域手当

退職給付引当金繰入額

118人

    支支    出出

7人

病院事業費用

項

医 業 費 用

管理職手当

初任給調整手当

期末勤勉手当

退職手当繰入1          

会計年度任用職員報酬

15,306     

市町村共済組合負担金等

1,883,289  

目

1,870,026  

給 与 費

非常勤医師

会計年度任用職員費用弁償等

電気、水道

灯油、プロパンガス、ガソリン

帳票類他

医療機器等修繕

建物災害、医療賠償保険料他

医療機器賃借料他

電話、郵便、薬品送料他

申請手数料他

警備、清掃、各種検査他

医師会、自治体病院協議会等会費

企業会計システム負担金他

回復リハ入院患者他院受診費用等200        

1,000      

1,200      

諸 会 費

3,726      

2,122      

24,966     

11,437     

13,000     

交 際 費

358,936    

旅 費 交 通 費

報 償 費経 費

給 食 材 料 費

公 課 費

項

消 耗 品 費

款

委 託 料

予 定 額

修 繕 費

保 険 料

手 数 料

通 信 運 搬 費

燃 料 費

負 担 金

賃 借 料

134,825    

33,872     

37         

752        

2,265      

備 考

患者給食用材料

投薬、注射、その他薬品

各 目 明 細

印 刷 製 本 費 580        

金 額

光 熱 水 費

8,160      

診 療 材 料 費

59,570     

消 耗 備 品 費

5,895      

16,371     

29,239     

医 療 消 耗 備 品 費

検査試薬、注射器等診療材料

節

70,048     

700        

94,755     

診療用具

薬 品 費

雑 費

材 料 費 155,784    

目
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非常勤医師

会計年度任用職員費用弁償等

電気、水道

灯油、プロパンガス、ガソリン

帳票類他

医療機器等修繕

建物災害、医療賠償保険料他

医療機器賃借料他

電話、郵便、薬品送料他

申請手数料他

警備、清掃、各種検査他

医師会、自治体病院協議会等会費

企業会計システム負担金他

回復リハ入院患者他院受診費用等200        

1,000      

1,200      

諸 会 費

3,726      

2,122      

24,966     

11,437     

13,000     

交 際 費

358,936    

旅 費 交 通 費

報 償 費経 費

給 食 材 料 費

公 課 費

項

消 耗 品 費

款

委 託 料

予 定 額

修 繕 費

保 険 料

手 数 料

通 信 運 搬 費

燃 料 費

負 担 金

賃 借 料

134,825    

33,872     

37         

752        

2,265      

備 考

患者給食用材料

投薬、注射、その他薬品

各 目 明 細

印 刷 製 本 費 580        

金 額

光 熱 水 費

8,160      

診 療 材 料 費

59,570     

消 耗 備 品 費

5,895      

16,371     

29,239     

医 療 消 耗 備 品 費

検査試薬、注射器等診療材料

節

70,048     

700        

94,755     

診療用具

薬 品 費

雑 費

材 料 費 155,784    

目
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節

各 目 明 細

備 考金 額

500        

554        

1          

61,167     

1,000      

旅 費

9,260      

固 定 資 産 除 却 費

図 書 費

企 業 債 利 息

款

予 備 費 2,000      

1          

35,889     

たな卸資産減耗費

建 物 減 価 償 却 費

器械備品減価償却費

項 予 定 額目

研 究 雑 費

資 産 減 耗 費 1,500      

97,056     

医 業 外 費 用

2,000      

患者外給食材料費

1          

1          

支 払 利 息 及 び

9,263      

患者外給食材料費

一 時 借 入 金 利 息企 業 債 取 扱 諸 費

消 費 税

雑 損 失 そ の 他 雑 損 失

過年度損益修正損

1,691      

9,259      

1          

1,391      

1          

2,000      2,000      過年度損益修正損

2,000      

減 価 償 却 費

消 費 税

1          

特 別 損 失

研 究 研 修 費 3,636      

予 備 費
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建 設 改 良 費 11,000     工 事 請 負 費 11,000     設備改修

予 定 額

163,594    

65,000     

節

66,400     

金 額

国 県 補 助 金

建 設 改 良 費

240,594    

66,400     

他会計繰入金 98,757     

資 本 的 支 出

他 会 計 繰 入 金

補 助 金

医療機器

各 目 明 細

65,000     

76,000     

1          

98,757     他 会 計 負 担 金

( 単位  千円 ）

備 考

資資本本的的収収入入及及びび支支出出

    収収    入入

98,757     

節

企 業 債

款 項 目

資 本 的 収 入

款 項 目

1          

    支支    出出

補 助 金

企 業 債

企 業 債

1          

1,000      

固 定 資 産 購 入 費

163,594    企 業 債 償 還 元 金

器 械 備 品 購 入 費

1,000      

予 備 費

163,594    

金 額
予 定 額

66,400     

165,158    

各 目 明 細

備 考

予 備 費

企 業 債 償 還 金

企業債償還金
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